
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

御船町ＤＸ推進計画 
 

～“町民の利便性向上”と“職員の業務効率化”を目指したデジタル変革～ 

熊本県御船町 令和６年３月 
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１ 計画の目的 ～「町民の利便性向上」「職員の業務効率化」～     

 令和 2 年 12 月 25 日、「デジタル社会の実現に向けた改革の基本方針」が閣

議決定され、政府から目指すべきデジタル化のビジョンが示されました。このビ

ジョンの実現のためには、住民に身近な行政を担う市町村の役割は極めて重要で

あり、デジタル化の取組を進めていく必要があります。 

また、同日、総務省において「自治体ＤＸ推進計画」が策定され、デジタル技

術やデータを活用し、利用者目線に立った新たな価値を創出する、言わば社会全

体のデジタル・トランスフォーメーション（ＤＸ）※ 1 が求められる中、自治体が

重点的に取り組むべき事項・取組が示されました。さらに、令和３年５月には、

デジタル社会形成基本法が公布され、地方公共団体は、デジタル社会の形成に関

し、地域の特性を生かした自立的な施策を策定し、実施する責務を有することと

されました。 

このことから本町においても、自治体ＤＸを推進していくための「御船町ＤＸ

推進計画」を策定し、実行します。 

 本計画の実行に当たっては、行政手続のオンライン化やスマートフォン等を利

用したシステムの導入など、デジタル技術を活用して、町民の利便性を向上させ

つつ、町民一人ひとりの生活に寄り添った行政サービスを提供します。また、行

政に おいては 、情報システムの標準化・ 共通化 ※ 2 に速やかに対 応し、AI※ 3 や

RPA※ 4 などのデジタル技術を導入することにより職員の業務効率化を図り、持

続的かつ発展的に住民サービスを提供し続けられる環境の構築に取り組みます。 

 このようにデジタル技術の活用により、新しい社会に対応し、町民の満足度を

向上させること、職員の業務を効率化させることが本計画の目的です。 

 

２ 計画の背景 ～社会変化に対応していくために～            

 本国において、人口減少・少子高齢化社会の到来は、経済の成長力はもとより、

社会保障制度、子育ての在り方、地域コミュニティの維持など、社会全般にわた

り大きな影響を与え、本町においても例外ではありません。 

本町の生産年齢人口は、令和２年（２０２０年）に８，２７５人（総人口１６，

３０３人における割合５０．７６％）であったのが、令和２７年（２０４５年）

には５，９４８人（総人口１２，３１３人における割合４８．３１％）に減少す

ることが国立社会保障・人口問題研究所により推測されています（下図参照。）。   

このことから、人口維持に向けた取組を行うとともに、行政サービスを維持し

※ は 、 ９ ペ ー ジ 以 降 の 用 語 集 に 記 載 。  
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ていくには、積極的なデジタル技術の導入による業務の効率化・働き方改革が求

められます。 

 また、新型コロナウイルス感染症対応について、全国の地域・組織間で横断的

なデータが十分に活用できていないなど、様々な問題が明らかになったことによ

り、国全体でこうしたデジタル化の遅れに迅速に対処していくことが求められて

います。さらに、これまで本町で実施した、各課長等へのタブレット端末導入や

コンビニでの各種証明書交付、郵便局と連携しタブレット端末を活用した“お伺

い行政”など、DX に関する取組をさらに推進し加速化させることで、本町にお

いても時代の変化に対応し、町民の暮らしを守ることにつながると考えています。 

 このような背景から、国の方針や助言を踏まえ、御船町がＤＸで取り組むべき

事項や時期を具体化し、町民の理解を得ながら着実かつ迅速にＤＸを進めるため、

本計画を策定しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

【 出 典 】 総 務 省 ： 国 勢 調 査 、 国 立 社 会 保 障 ・ 人 口 問 題 研 究 所 ： 日 本 の 地 域 別 将 来 推 計 人 口  

 

３ 計画の位置づけ ～御船町総合計画等の補完計画～       

 本計画は、本町の最上位計画である「御船町総合計画」や、まち・ひと・しご

と創生法（平成２６年法律第１３６号）に基づく「御船町まち・ひと・しごと創

生総合戦略」を DX により推進する補完計画です。 

 

４ 計画期間 ～令和７年度までの計画～                 

 本計画の期間は、総務省が策定された自治体ＤＸ推進計画に準じ、令和６年度

から令和７年度までとします。 

なお、計画の期間内であっても、社会情勢の変化等で計画の変更が必要な場合

は、随時計画を見直すものとします。 

  

※ は 、 ９ ペ ー ジ 以 降 の 用 語 集 に 記 載 。  
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５ 推進体制と役割 ～デジタル変革を進める組織づくり～          

 本町のＤＸ推進に当たっては、町長の強いリーダーシップの下、全庁的・横断

的な DX 推進体制を構築し、全職員で取り組むものとします。 

なお、DX 推進については、総務課が中心となり、まちづくり課と連携しなが

ら、事業担当課間の総合調整や全体方針の進捗管理等を行います。 

また、事業担当課が複数課にまたがる場合は、ワーキンググループ等を設置し、

直接町民と接する職員の意見を取り入れながら本町の DX を推進します。 

 
 

 

６ 本町の目指す姿 ～将来像～               

“書かない”“行かない”窓口の実現 

 本計画の目的である「町民の利便性向上」を図るため、来庁者が申請書に記入

することなくタブレット端末等を使って申請を可能にする“書かない”窓口、イ

ンターネットを利用したオンラインサービスを拡充することにより、窓口の開設

場所及び開設時間等に関係なく、スマートフォン等を使って、いつでもどこから

でもサービスを受けられる“行かない”窓口の実現を目指します。さらに、節約

した人・時間等の資源を有効活用して、対面での手続を要する方に対し、よりき

め細やかな個別対応を行います。 

 

DX推進ワーキンググループ

各課・室・局　職員

情報システム担当部署
（総務課）

連携

デジ田交付金担当部署（まちづくり課）

町長

副町長・教育長

各課・室・局長

DX推進体制
（担当：総務課）

DX推進担当部署

※ は 、 ９ ペ ー ジ 以 降 の 用 語 集 に 記 載 。  
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“スマートな執務室”の実現 

本計画の目的である「職員の業務効率化」を図るため、情報システムの標準化・

共通化に速やかに対応するとともに、デジタル技術を活用し職員の業務効率化・

働き方改革を行い、持続的かつ発展的に住民サービスを提供し続けます。さらに、

ペーパーレスを推進し、紙媒体を減らし既存執務スペースを有効活用することで、

“スマートな執務室”の実現を目指します。 

 

７ ＤＸに向けた取組み ～具体的に取り組むべき事項～    

 本町では「自治体 DX 推進計画」で示された、自治体 DX の重点取組事項及び

自治体 DX の取組とあわせて取り組むデジタル社会の実現に向けた取組に加え、

本計画の目的である「町民の利便性向上」と「職員の業務効率化」を達成するた

めの取組を実行することとし、具体的には次の各事項に取り組みます。 

 

“書かない”“行かない”窓口の実現に向けた取組 

（１）自治体フロントヤード改革推進≪ 所管課 ：総 務 課、 関 係 課：全 課≫  

  行政手続きのオンライン化だけではなく、「書かない窓口」など、町民と行政

との接点（フロントヤード）の改革を推進することにより、開庁時間にとらわ

れず申請が可能であり、複数の申請を同時に行うことを目指します。 

項目  令和 ５ 年度  令和 ６年度  令和 ７年度  

マ イ ナ ポ ー タ ル を 活 用 し た オ ン ラ イ ン 手 続  運 用  運 用  運 用  

上 記 以 外 の オ ン ラ イ ン 手 続  導 入 検 討  導 入 ・ 運 用  運 用  

書 か な い 窓 口   導 入 検 討  導 入 ・ 運 用  

お 伺 い 行 政  導 入 ・ 運 用  運 用  運 用  

 

（２）公金収納における eLTAX※ 5 の活用≪所 管課： 町 民税 務 課≫  

  eLTAX を活用した納付を可能にすることにより、国民健康保険料、介護保

険料及び後期高齢者医療保険料等の公金を、インターネットを利用して納付す

ることができます。 

  国は令和８年９月までに eLTAX を活用した公金収納開始を目指しています。 

項目  令和 ５ 年度  令和 ６年度  令和 ７年度  

eLTAX 導 入   導 入 検 討  シ ス テ ム 改 修  

 

※ は 、 ９ ペ ー ジ 以 降 の 用 語 集 に 記 載 。  
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（３）マイナンバーカードの普及促進・利用の推進≪所 管課： 町民税 務課 ≫  

  ほとんどの町民がマイナンバーカードを保有することを目指すことにより、

オンライン申請など今後のデジタル社会を推進し、申請内容の審査やシステム

への入力等の作業を迅速化又は省力化することを目指します。 

項目  令和 ５ 年度  令和 ６年度  令和 ７年度  

普 及 促 進 ・ 利 用 の 推 進  実 施  実 施  実 施  

 

（４）デジタルデバイド ※ 6 対策≪所 管課 ：ま ち づく り 課≫  

  今後のデジタル化社会において、高齢者等が身近な場所で相談や学習を行え

るよう、スマートフォンを利用したオンラインによる行政手続等について、地

域の幅広い関係者と連携し、講座の開催や相談対応など町民に対するきめ細や

かなデジタル活用支援を実施します。 

項目  令和 ５ 年度  令和 ６年度  令和 ７年度  

相 談 対 応  実 施  実 施  実 施  

講 座 開 催    実 施  

 

（５）オープンデータの推進・官民データ活用の推進≪所 管課 ：総 務 課≫  

  公共データを誰もが利用しやすい形で町ホームページに公開することにより、

民間事業者等によるアプリ開発や行政機関自身によるデータ分析、政策立案の

利活用の促進を図ります。 

項目  令和 ５ 年度  令和 ６年度  令和 ７年度  

デ ー タ 作 成  実 施  実 施  実 施  

公 表  実 施  実 施  実 施  

 

（６）デジタル田園都市国家構想 ※ 7 の実現に向けたデジタル実装の取組の推進・

地域社会のデジタル化≪所 管課： ま ちづ く り課 ≫  

  国家構想では、「地方が抱える社会課題について、自らの地域ビジョンを描き、

デジタルの技術を活用しつつ、“地方に仕事をつくる”“人の流れをつくる”“結

婚・出産・子育ての希望をかなえる”“魅力的な地域をつくる”の４取組が求め

られています。本町では、主にデジタル田園都市国家構想交付金を活用し、各

分野における地域課題の解決や魅力向上に向けた取組を実施します。 

 

※ は 、 ９ ペ ー ジ 以 降 の 用 語 集 に 記 載 。  
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項目  令和 ５ 年度  令和 ６年度  令和 ７年度  

デ ジ タ ル 田 園 都 市 国 家 構 想 交 付 金 事 業  実 施  実 施  実 施  

 

“スマートな執務室”の実現に向けた取組 

（１）自治体の情報システムの標準化・共通化≪所 管課： 総 務 課≫  

  地方公共団体の基幹業務システムの統一・標準化に適切に対応することによ

り、これまで各団体で開発を行ってきた基幹業務システムの人的・財政的負担

を軽減し、効率的な行政運営を行います。 

項目  令和 ５ 年度  令和 ６年度  令和 ７年度  

情 報 シ ス テ ム の 標 準 化 ・ 共 通 化  

業 務 見 直 し  

シ ス テ ム 選 定  

業 務 見 直 し  

シ ス テ ム 移 行  

条 例 等 改 正  

運 用  

 

（２）セキュリティ対策の徹底≪所 管課： 総務課 ≫  

  情報システムの標準化・共通化の取組やサイバーセキュリティの高度化・巧

妙化を踏まえ、情報セキュリティ対策を徹底することにより、町民情報の安全

性確保を目指します。 

項目  令和 ５ 年度  令和 ６年度  令和 ７年度  

職 員 へ の セ キ ュ リ テ ィ 対 策 研 修   実 施   

セ キ ュ リ テ ィ ポ リ シ ー 改 正   改 正   

イ ン ト ラ ネ ッ ト 無 線 化 工 事   工 事   

職 員 用 パ ソ コ ン 入 替    入 替  

 

（３）自治体の AI・RPA の利用推進≪所 管課 ： 総務課 ≫  

  本町の定型的な業務について、最新デジタル技術を導入し業務プロセスを見

直すことで、職員が行っていた業務を自動化又はロボット化することができま

す。 

項目  令和 ５ 年度  令和 ６年度  令和 ７年度  

対 象 業 務 の 洗 出 し  実 施  実 施   

最 新 デ ジ タ ル 技 術 の 導 入   導 入 検 討  導 入  

 

 

※ は 、 ９ ペ ー ジ 以 降 の 用 語 集 に 記 載 。  
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（４）テレワーク※ 8 の推進≪所 管課： 総 務 課≫  

  職員一人ひとりのライフステージに合った多様な働き方を実現するため、テ

レワーク環境を整備することで、業務の効率化を図り、また重大な感染症や災

害発生時に行政機能を維持することを目指します。 

項目  令和 ５ 年度  令和 ６年度  令和 ７年度  

テ レ ワ ー ク 環 境 の 整 備   導 入 検 討  導 入 ・ 運 用  

 

（５）デジタル原則を踏まえた条例等の規制の点検・見直し≪所 管課： 総 務課 ≫  

  国においては、４万以上の法令等を対象にアナログ規制を横断的に見直し、

デジタル原則への適合の実現を目指されています。地方公共団体においても条

例・規則等の見直しが求められているため、本点検・見直しを実施することで、

人的・財政的負担を軽減し、効率的な行政運営を行います。 

項目  令和 ５ 年度  令和 ６年度  令和 ７年度  

法 改 正 の 情 報 収 集  実 施  実 施   

条 例 等 改 正   改 正 内 容 検 討  改 正  

 

（６）BPR※ 9 の取組の徹底≪所 管課： 総 務 課≫  

  デジタル技術を活用し業務改革（BPR）に取組むことで、職員の業務効率化

を図ります。 

項目  令和 ５ 年度  令和 ６年度  令和 ７年度  

デ ジ タ ル 人 材 の 育 成 （ 研 修 ）   実 施  実 施  

業 務 見 直 し   実 施  実 施  

文 書 管 理 ・ 電 子 決 裁 シ ス テ ム   導 入  運 用  

ペ ー パ ー レ ス 推 進    実 施  

フ リ ー ア ド レ ス ※ 10 推 進 環 境 の 整 備    検 討  

 

 

 

 

 

 

 

※ は 、 ９ ペ ー ジ 以 降 の 用 語 集 に 記 載 。  
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用 語 集                         

 

※１ デジタル・トランスフォーメーション（DX） 

ICT の浸透が人々の生活をあらゆる面でより良い方向に変化させること。2004 年にスウェーデンのウメオ大学

のエリック・ストルターマン教授によって提唱されたものです。 

 

※２ 情報システムの標準化・共通化 

 地方公共団体情報システムの標準化に関する法律（令和3 年法律第40 号）により、各地方公共団

体で使用している住民基本台帳や固定資産税などの２０基幹系情報システムを統一化することです。 

 

※３ AI 

 人工知能（Artificial Intelligence（アーティフィシャル インテリジェンス））の略称。AI に関する

確立した定義はないが、人間の思考プロセスと同じような形で動作するプログラム、あるいは人間が

知的と感じる情報処理・技術といった広い概念で理解されています。 

 

※４ RPA 

 ロボットによる業務自動化（Robotic Process Automation（ロボティック プロセス オートメ

ーション））の略称。これまで人間が行ってきた定型的なパソコン操作をソフトウエアのロボットによ

り自動化するものです。 

 

※５ eLTAX 

地方税ポータルシステムの呼称で、地方税における手続きを、インターネットを利用して電子的に

行うシステムです。エルタックスと読みます。 

 

※６ デジタルデバイド 

インターネットやパソコン等の情報通信技術を利用できる者と利用できない者との間に生じる格差 

のことです。 

 

※７ デジタル田園都市国家構想 

国が提示した、「デジタル実装を通じて地方が抱える課題を解決し、誰一人取り残されずすべての人

がデジタル化のメリットを享受できる心豊かな暮らしを実現する」という構想です。 
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※８ テレワーク 

在宅勤務など、デジタル技術を利用し、時間や場所を有効に活用できる柔軟な働き方です。 

 

※９ BPR 

 Business Process Reengineering（ビジネス プロセス リエンジニアリング）の略称。既存の

業務プロセスを分析して課題を把握し、全体的な課題を導き出すことにより、業務処理の迅速化・正確

性の向上を通じた利便性の向上を図る取組です。 

 

※１０ フリーアドレス 

 「オフィスの中で固定の席を持たず、ノートパソコンなどを活用して自分の好きな席で働く」という

ワークスタイルのことです。 


